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研究成果の概要（和文）：本研究は，日本で本格的に参加型GIS（PPGIS） を実践し普及していくための諸課題
を吟味し，その解決策を検討した．そのために，次の4 つのサブテーマを設けて研究を行った：(1)PPGIS の理
論的・方法論的枠組みの検討， (2)PPGIS のための適性技術の開発と評価，(3)地域に即したPPGIS の応用，(4)
PPGIS の人材育成のための教材開発．

研究成果の概要（英文）：This study examined the problems of practical applications and dissemination
 of public participation geographic information systems (PPGIS) in Japan and explore the solutions 
to the problems. To this end, this study was conducted by dividing the research theme into the 
following subthemes: (1) examination of theoretical and methodological framework of PPGIS, (2) 
development and evaluation of appropriate technologies for PPGIS, (3) application of the PPGIS 
activities suitable for the actual condition of the study area, and (4) examination of the teaching 
tools for human resources development in PPGIS.
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キーワード： GIS　市民参加　ボランタリー地理情報　人材育成　地理情報科学

  ３版
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１．研究開始当初の背景 
英語圏の地理情報科学では，1990 年代か

ら人文地理学者が提起した「GIS と社会」を
めぐる諸問題が盛んに議論されてきた．その
背景には，GIS とそれを基礎にした GIT（地
理情報技術）の進歩と普及にともない，それ
らが学術研究のみならず社会に及ぼす影響
に対する関心が高まったことがある．その中
でも PPGIS については，最も多くの研究が
蓄積されてきたが，これは行政主導で進めら
れてきた従来の都市計画や地域政策を，多様
な主体の参加と連携によって再構築する動
きが欧米をはじめとする先進国で顕著にな
ったことが一つの背景をなしている．当初は
先進国の都市が主たる対象となっていた
PPGIS は，農村地域や発展途上国にも応用さ
れ，現地の人々のローカルな知を GIS に取り
込む試みが進められている（Craig et al. 2002; 
Sieber, 2006）． 
一方，技術面では，安価に地理空間データ

の収集・地図化・分析が可能なハードとソフ
トの開発と低廉化が進んだことが PPGIS の
普及を後押ししている．とくに最近では，
GoogleMaps などを使った Web マッピング
のほか，GPS や携帯情報端末を用いたモバイ
ル GIS などの新技術を PPGIS に活用する取
り組みが盛んになってきた．さらに，
OpenStreetMap（OSM）など一般市民が基盤
地図の作成そのものに加わる動きもみられ，
Web 上での地理情報の作成や共有に市民が
参加する活動を総称した「VGI (Volunteered 
Geographic Information)」や「ネオ地理学
(neogeography)」という用語も盛んに使用され
るようになった（Goodchild 2007；瀬戸 2010）． 
日本の場合，2003～2005 年度に政府が実

施した GIS 利用定着化事業の中で市民参加
が中心題目に掲げられたことが PPGIS の普
及につながった．この事業の成果や活用事例
は，防災，防犯，環境，バリアフリーなど様々
な分野に及び，市民参加を促進するツールと
しての GIS への期待が高まってきた．2006 
年には地理空間情報活用推進基本法が成立
し，PPGIS の基盤整備も進展しているが，そ
れらの取り組みの多くが行政主導で進めら
れてきたことは否めない．しかし，2011 年
の東日本大震災では，ソーシャルメディアと
Web マッピングを活用したボランタリーな
地理情報の収集と共有が有効性を発揮し，日
本の PPGIS も新たな段階を迎えつつある． 
しかし，PPGIS を現実の問題解決に応用し

たり持続的活動につなげるためには，参加型
意思決定の仕組みの整備，現場で GIS を活用
し多様な主体の参加をコーディネートする
人材育成等の課題が残されていることが明
らかになった．また PPGIS の方法論につい
ては，質的情報を取り込んだアプローチや地
域の状況に即した適正技術の選択も求めら
れる．こうした課題に取り組むために，本研
究課題を着想した． 

 

２．研究の目的 
PPGIS については実践例が増加し，そのた

めのツールの開発も進展しているものの，そ
れらを包括した理論的・方法論的枠組みの整
備，対象地域の特性や参加する主体に応じた
適正技術の選択，PPGIS の活動を持続するた
めの人材育成などの面では課題を残してい
る．そこで本研究は，日本で本格的に PPGIS 
を実践し普及していくための課題を吟味し，
解決策を検討する．そのために，次の 4 つの
サブテーマを設け，分担して課題に取り組む． 
(1) PPGIS の理論的・方法論的枠組み 

PPGIS に関連した活動は，コミュニティマ
ッピング，カウンターマッピング，VGI，ネ
オ地理学など様々な呼称が与えられ，多岐に
わたる主体と対象が取り上げられてきたが，
その基礎となる理論や方法論みは十分に整
理されていない．そこで，内外の文献に基づ
いて，PPGIS の実践例を分類・整理し，理論
的・方法論的枠組みを構築する．とくに，実
践例が多いまちづくりや地域おこしについ
ては，参加型意思決定における GIS の役割に
ついて，都市計画や行政学など関連分野での
議論もふまえて検討する． 
(2) PPGIS のための適性技術 

PPGIS のツールとなりうる機器，ソフトウ
ェア，データについて，おもに技術的側面か
ら検討する．すでに ppgis.net などの Web サ
イトでは利用可能な様々なツールが紹介さ
れているが，ソーシャルメディアなどを活用
した新たなツールの開発とならんで，地域や
参加の主体に応じた適正技術を選択する指
針を作成する．その際に，質的情報を取り込
んだマルチメソッドなアプローチにも着目
し，地域住民のローカルな知を GIS に取り込
む手段についても検討を加える． 
(3) 地域に即した PPGIS の応用 

PPGIS を応用した内外での実践例につい
て，現地調査によって情報を収集し，地域的
文脈に即した存立要件を地理学的に考察す
る．日本国内の事例については，政府の GIS 
利用定着化事業による活用事例を中心に追
跡調査を行い，継続的運用状況や課題を洗い
出す．とくに Web マッピングや情報端末の
適用については，インターネットの普及状況
やデジタルデバイドなどの視点から問題点
を検討する．対象となる分野としては，災害
対策，防犯，福祉，まちづくり，農村地域の
資源管理などをとりあげる．また，分野ごと
に事例地域を設定して具体的な課題やテー
マに関するワークショップを開催し，PPGIS 
の活動の実践を試みる． 
(4) PPGIS の人材育成のための教材開発 

PPGIS の活動を持続するのに必要な人材
育成のための教材開発を行う．これには，(1)
～(3)のサブテーマで得られた知見をふまえ
て内容を吟味するが，単なるソフトウェアや
ツールの操作にとどまらず，参加型活動をコ
ーディネートする方法を含めて検討する． 
 



３．研究の方法 
本研究は，4 つのサブテーマに分けて，そ

れぞれ次のような分担で研究を実施する． 
(1)PPGIS の理論的・方法論的枠組みの検討：
おもに若林，西村，今井，山下が担当 
(2)PPGIS のための適性技術の開発：おもに矢
野，瀬戸，古橋が担当 
(3)地域に即した PPGIS の応用：おもに岡本，
大西，池口，西村が担当 
(4)PPGIS の人材育成のための教材開発：おも
に今井，矢野，若林が担当 
なお，全体の総括は若林が行う． 
【25 年度】 
 (1)PPGIS の理論的・方法論的枠組みの検
討：PPGIS の近年の展開過程について，海外
の文献を整理した上で，地理情報科学の中で
の PPGIS の位置づけと社会理論からみた GIS 
の課題などについて整理する．とくに，GIS 
をめぐる新たな動きとしての VGI やクラウ
ド化をふまえて，従来の枠組みを再構築する．
また，PPGIS は都市・地域計画やまちづくり
にとって参加型意思決定支援ツールの一つ
に位置づけられるため，ステークホルダー
（利害関係者）の特定から合意形成に至る過
程で GIS がどのように利用できるかについ
て，都市計画や行政学での議論をふまえた方
法論的枠組みを検討する． 
(2) PPGIS のためのツールの開発と適性技術
の検討：PPGIS に応用可能な既存のハード，
ソフト，データを整理し比較した上で，それ
らを組み合わせたツールを開発する．ハード
については，GPS や携帯情報端末などの利用
可能な機器を吟味し，対象地域や参加の主体
に応じた適正技術を選択する指針について
検 討 す る ． ソ フ ト に つ い て は ，
GoogleEarth/Maps などの Web マップのほか，
安価で操作が容易なオープンソースの GIS 
ソフトをとりあげ，PPGIS への応用可能性を
検討する．データについては，国土交通省な
どから提供された無料の地理空間データが
Web を通して入手が容易になり，OSM のよ
うなユーザが共同で作成する著作権フリー
の地図データの整備も進んでいる．それらの
データの利用可能性と対象地域や空間スケ
ールに応じた適性を吟味する．また，独自の
地理空間データを作成するための GPS やモ
バイル GIS を用いたフィールドでのデータ
収集の方法についても，有効性と課題と検証
する．これとあわせて，写真や語りなどの質
的データを GIS に取り込む方法についても，
具体的な方法と課題を吟味する．さらに，参
加型意思決定での合意形成に有効な Web GIS 
については，ソーシャルメディアと Google 
Maps API や OSM などを組み合わせたツー
ルを作成する． 
(3) 地域に即した PPGIS の応用事例の調査： 
海外については，参加型 GIS の先進的な事例
があるタイと，類似した自然環境にありなが
ら社会主義体制下で市民参加に制約が多い
ラオスをとりあげて比較する．このほか，

Craig et al.eds.(2002)などの文献で紹介された
既存の実践例からいくつかをとりあげて，対
象地域の文脈に即した応用の仕方と課題を
整理する．日本国内については，GIS 利用定
着化事業事務局編(2007)『GIS と市民参加』
に掲載されている事例を中心に，PPGIS の実
践例をリストアップする．それらの中から事
例地域をいくつか選定し，PPGIS の詳しい運
用実態と課題についての調査を実施する． 
【26 年度】 
サブテーマ(1)～(3)については，前年度に引

き続き作業を進めるが，サブテーマ(3)につい
ては，災害対策，防犯，福祉，まちづくり，
環境保全，農山漁村の資源管理の 6 分野に分
けて，それぞれ事例地域を絞って全員が分担
しながら調査を進める． 
3-1) 災害対策：東海地方を対象にして，NPO 
などのボランタリー組織の防災活動におけ
る PPGIS の応用事例を調査する．また，東
日本大震災の被災地における緊急支援・復興
活動での OSM の利用状況を調査する． 
3-2) 防犯：北陸地方を対象にして，地域安全
マップづくりの事例を収集し，PPGIS の利用
可能性を検討する． 
3-3) 福祉：首都圏を対象に，子育て情報の
Web サイトに関する情報を収集し，PPGIS 
の利用実態について調査する． 
3-4) まちづくり：京阪神を中心に，まちづく
り活動への PPGIS の導入事例を調査する． 
3-5）環境保全：九州地方を対象に，環境保全
と持続性を目的とした市民参加や PPGIS の
実践例について調査する． 
3-6) 農山漁村の資源管理：海外については，
タイとラオスをとりあげ，国内では南西諸島
と山陰・北陸地方を対象に，農山漁村の資源
管理のための PPGIS の実践例を調査する． 
【27 年度】 
サブテーマ(1)～(3)について引き続き作業

を行うが，(3)については対象地域を絞り込ん
で，詳しい調査を行う．サブテーマ(4)につい
ては，これまでの知見をふまえて今井を中心
に PPGIS の人材育成のための教材開発を行
い，ワークショップなどを開催して有効性を
検証する． 
【28 年度】 
各研究分担者が 27 年度までに行った研究

を補足するための追加的な調査を実施し，得
られた結果の分析と検討を行う．また，27 年
度に行った PPGIS の実践と応用の結果につ
いて評価を行い，改善のための方策を検討す
るとともに，研究成果を図書として出版する． 
 
４．研究成果 

4 つのサブテーマについて，それぞれ以下
の研究成果が得られた． 
(1) PPGIS の理論的・方法論的枠組みの検討 
 PPGIS の近年の展開過程について，海外の
文献を整理した上で，地理情報科学の中での
PPGIS の位置づけと社会理論からみた GIS の
課題などについて，VGI（ボランタリー地理



情報）やクラウド化などの新たな動きをふま
えて検討した．さらに，地理空間情報のクラ
ウドソーシングが PGIS に与える影響につい
て，内外の文献を整理しながら検討した． 
海外や他分野の研究者を招いた意見交換

にも積極的に取り組んだ．ソーシャルメディ
アの活用については，ケンタッキー大学の
Matthew Zook 博士を招いてセミナーを開催
し，内外での動向について意見交換した．ま
た，地理空間情報のクラウドソーシングの動
向について，オハイオ州立大学の Daniel Sui
教授を招いて講演会を開催し，科研のメンバ
ーと意見交換を行った．また，質的 GIS の方
法について理解を深めるために，テキサス大
学サンアントニオ校の Nazgol Bagheri 博士を
招いて講演会を開催した．地理空間情報利用
の倫理的諸問題については，倫理学の専門家
である江戸川大学の吉永講師を招いた講演
会を開催し，科研メンバーとの討論を通じて
理解を深めた．また，倫理的にみた PGIS の
問題に関連して，エンパワーメント概念の由
来と変化についても議論した．これらの講演
会・討論会は，日本地理学会研究グループ集
会や地理情報システム学会大会などの場を
設けて公開で行った． 
(2) PPGIS のためのツールの開発と適性技術

の検討 
 PPGIS に応用可能な既存のハード，ソフト，
データを整理し比較した上で，参加型意思決
定での合意形成に有効な Web GIS として，
Twitter などのソーシャルメディアと Google 
Maps API や OSM などを組み合わせたツール
のプロトタイプを作成した． 
また，主にオープンソースのカタログシス

テムについて，技術要件等の調査を進めると
ともに，簡易なプラットフォームの構築を試
みた．さらに，まちづくり分野におけるオー
プンな地理空間情報の提供事例について，国
内外の諸都市における事例を収集したほか，
位置情報付写真を WEB 上で共有し，コメン
トを付けたり編集して KMZ ファイル形式で
出力するソフトの開発を行った．  
参加型活動で利用可能なツールとしては，

地元住民を巻き込んだ参加型地域づくりの
実践へのドローン（UAV: 無人航空機)と GIS
を組み合わせた方法の有効性について，石川
県，岩手県を事例に検証した．その他の新技
術としては，AR の利用可能性も検討し，GIS
と AR を組み合わせたネットワークゲームで
あるPokemon GOや Ingressを活用した地域の
賑わい創出について，富山市などでの実践例
について調査を実施した． 
また，主要国における地理空間情報を含む

オープンデータの品質保証状況を整理した
上でボランタリー地理情報（VGI）を含むオ
ープンデータの利活用上の課題を検討した．  
(3) 地域に即した PPGIS の応用事例の調査 
海外については，参加型 GIS の先進的な事

例があるタイと，社会主義体制下で市民参加
に制約が多いラオスなどをとりあげて比較

した．また，アメリカ合衆国のシカゴとサン
フランシスコでのオープンガバメントの取
り組みにおける PPGIS の応用について，現地
を訪問してヒアリングなどの情報収集を行
い，日本への応用可能性を検討した． 
日本国内については，中国山地や能登地方

など事例地域をいくつか選定し，PPGIS の詳
しい運用実態と課題についての調査を実施
した．とくに，福島県での放射線マップ作成
については，現地の担当者を招いて情報交換
を行った．その他，熊本市における地域コミ
ュニティの防災力向上への GIS 活用や，魚津
市における地域防犯活動への応用実態など
を調査した． 
一方，オープンデータとオープンガバメン

トにおける PPGIS の応用については，積極的
に取り組んでいる金沢市の事例について，現
地の担当者を招いて情報交換を行った．また，
ボランタリー地理情報（VGI）を自治体レベ
ルで取り組んだ事例として千葉市の「ちばレ
ポ」を取り挙げ，参加者層によって収集され
るデータの性格が異なることが明らかにな
った．また，オープンデータに積極的に取り
組んでいる団体として宇治市の関係者を招
聘し，実態と課題について討論した． 
(4) PPGIS の人材育成のための教材開発 
主に途上国での地域開発を想定したオラ

ンダの PGIS のトレーングキット（TK）を入
手して，コミュニティー・マッピングと参加
型GISを選択する際の基準について理論的に
吟味するとともに，日本で適用する際の有効
性と課題を検討した． 
 PPGIS の人材育成のモデルとして，岐阜県
ふるさと理知情報センターと島根県中山間
地域研究センターの活動，および国土交通省
の GIS 人材育成プログラムの事例を調査し，
オープンデータ，オープンガバメントの流れ
の中で PPGIS の重要性が増大していること
をふまえて，外部専門家やソフト・ベンダー
の役割を検討した． 
なお，これらの研究成果の一部は，国際地

理学会（IGU），国際地図学会議（ICA），お
よびアメリカ地理学会（AAG）年次大会など
の国際学会で発表して海外の研究者と積極
的に意見交換を行った．また，日本地理学会
2016 年春季学術大会では「多様な主体による
参加型 GIS の方法と実践」と題したシンポジ
ウムを開催し，成果の一部を公開するととも
に，一連の成果をとりまとめて『参加型 GIS
の理論と応用』と題した図書を出版した． 
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